
１ 農地法・農振法関係業務 ４　宅地建物取引業関係業務

農地の権利移転 １市町村につき１件とする 宅地建物取引業者免許申請 他県にも事業所がある場合は別途加算

第3条許可申請 新規申請

第3条の3届出 更新申請

農地中間管理利用権設定 宅地建物取引業者名簿登載事項変更届

農地の転用・届出 宅地建物取引士資格登録申請

第4条許可申請 宅建業協会加入申請

第5条許可申請

第4条届出 ５　相続・遺言業務

第5条届出

農業振興地域における農用地区域内の手続き

農用地区域からの除外申出 遺言書の起案・作成支援 内容により個別に決定

農用地区域の用途区分変更申出 遺産分割協議書の起案・作成支援 内容により個別に決定

戸籍・住民票の写し等の収集

２　開発行為・占用許可等土地利用関係業務 （基本）請求先3か所まで 3か所まで同額

（加算）請求先１か所増につき

相続関係説明図・法定相続情報一覧図作成

公共物用途廃止・普通財産払下申請 （基本）相続人4名まで

都市計画法に基づく開発行為等 （加算）相続人1名増につき

開発行為許可申請（第29条） 相続財産目録の作成

開発行為許可申請（第34条・市街化調整区域） 相続分なきことの証明書作成

建築物の用途変更申請（第42条）

建築行為許可申請（第43条） ６　その他の業務

河川法に基づく許可申請

土地の占用の許可（第24条）

工作物の新築等の許可（第26条） 書類作成業務

道路位置指定申請 相続土地国庫帰属の承認申請書

道路占用許可申請・道路使用承認申請 内容証明郵便

契約書類

３　廃棄物処理法関係業務 その他書類

図面類作成業務

実測図面１枚につき 現況測量費用込み

収集運搬業　許可申請 その他図面1枚につき

一般廃棄物・新規許可申請 代理・代行・立会い業務

一般廃棄物・変更許可申請 1時間あたり 人件費として

産業廃棄物・新規許可申請 （加算）目的地まで往復20km超の場合 1回の移動につき加算

産業廃棄物・変更許可申請 相談業務 1時間あたり

産業廃棄物・更新許可申請

処分業　許可申請

産業廃棄物・中間処理・新規許可申請

産業廃棄物・最終処分・新規許可申請

産業廃棄物・中間処理・変更許可申請

産業廃棄物・最終処分・変更許可申請

産業廃棄物・中間処理・更新許可申請

産業廃棄物・最終処分・更新許可申請

富山県富山市追分茶屋45番地5

行政書士土田事務所 行政書士　　土田　美沙都　　　　印
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120,000 円

50,000 円

30,000 円

20,000 円

50,000 円

令和8年9月16日

備 考
報 酬 額
（ 税 別 ）

事 件 名 備 考事 件 名
報 酬 額
（ 税 別 ）

-

-

60,000 円

140,000 円～

60,000 円

30,000 円

60,000 円

10,000 円

120,000 円～

200,000 円

-

行 政 書 士 土 田 事 務 所 報 酬 額 基 準 表

積替保管を除くものとする。含む場合は2割
加算

備 考

120,000 円

事 件 名
報 酬 額
（ 税 別 ）

備 考

事 件 名
報 酬 額
（ 税 別 ）

備 考

120,000 円

150,000 円

300,000 円

事 件 名
報 酬 額
（ 税 別 ）

50,000 円～

30,000 円

60,000 円～

150,000 円

150,000 円

120,000 円

50,000 円

事 件 名
報 酬 額
（ 税 別 ）

150,000 円

250,000 円～

250,000 円～

200,000 円

200,000 円

-

-

-

-

-

100,000 円

100,000 円

10,000 円

積替保管を除くものとする。含む場合は3割
加算

110,000 円

100,000 円

80,000 円

300,000 円

300,000 円

50,000 円

110,000 円

100,000 円

30,000 円

60,000 円

15,000 円

備 考

80,000 円

30,000 円

【備考】
・本表は報酬額の基準として示すものです。実際の報酬額は事件の難易度等によりますので、別途お見積りします。本表に
記載のない業務も、別途お見積りします。
・本表に掲げる報酬額に、別途消費税及び地方消費税が加算されます。
・本表に掲げる報酬額には、印紙代、官公署への手数料、郵便代などは含まれていません。これらの費用は実費精算となり
ます。
・交通費、宿泊費等の旅費が必要な場合は、実費精算となります。
・本表は毎年3月31日に見直しをするほか、必要に応じて改定します。

40,000 円

20,000 円

10,000 円

10,000 円

10,000 円

5,000 円


